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はじめに

2016 年 4月 14 日夜、熊本地方を震央とするマグニチュード 6.5 の地震が発生し、さ

らに 16日未明には、マグニチュード 7.3 の本震が発生しました。甚大な被害が発生し、

直接的な死亡者は 50 人を数えました。その後も熊本地方、阿蘇地方を中心に余震が発

生し、避難者は 18 万人を超え、避難所も 900 か所近く作られ、被災者の皆さんは大変

な思いをされました。

発災から約 1 週間、南阿蘇村の避難所で

ノロウイルスのアウトブレイクが報道され、

その感染対策が課題となりました(図 1)。

この事例をきっかけに、長崎大学病院の

Infection Control Team (ICT)を中心とし

た組織が結成され約 2 週間にわたって支援

活動を行いましたので、その活動と活動を

通して浮かび上がった課題についてご説明

いたします。

ADRO

発災から約 1 週間がたった 4 月 23 日、被災者の皆さんもやっと避難所での生活に慣

れ始めた頃に、南阿蘇村の避難所でノロウイルスのアウトブレイクが報道されました。

長崎大学病院では、発災後から熊本市に DMAT チームが入り、その後、4 月 21 日より、

熊本県災害対策本部から長崎県、長崎県から長崎大学病院に要請があり、阿蘇地区災害

保健医療復興連絡会議（通称、ADRO：Aso Disaster Recovery Organization）（図 2）

の傘下にはいり、阿蘇保健所管轄エリアの阿蘇市、南阿蘇村、西原村を担当する救護班



として現地で医療支援を行っておりま

した。そこに、南阿蘇村でのノロウイ

ルスアウトブレイクのニュースが入り、

避難所の感染対策のニーズがでました。

ADRO 本部に感染対策の専門家はおり

ませんでしたが、居合わせた長崎大学

病院の救護班チームリーダーの浜田医

師が、ICD 資格を有することから感染

対策の実務を担うべく手を挙げました。直後に、長崎大学病院本体の感染制御教育セン

ターに支援依頼があり、要請があった 4 月 24 日の夜に、私と長崎大学病院感染制御教

育センターの寺坂陽子 ICN が ADRO 本部である阿蘇医療センターに入り、ADRO ICT とい

うチームを立ちあげて対策を開始することとなりました。到着直後から早速、ミーティ

ングを始めましたが、肝心の避難所の詳細な状況が不明で、場所、数も明確には分かっ

ておりませんでした。そこで、避難所のデータベースを作るところから始める必要があ

ると考えました。

ADRO ICT の初期活動

ADRO ICT の初期活動の際には東日本大震災を経験された東北大学の賀来満夫先生ら

が 作 成 さ れ た 東 日 本 大 震 災 感 染 症 ホ ッ ト ラ イ ン の サ イ ト



（http://www.tohoku-icnet.ac/shinsai/hotline_iryou.html）を参考にさせていただ

きました。このサイトにアップされていた「避難所の感染対策リスクアセスメント」シ

ート（図 3）を使用し全体の避難所のリスクアセスメントを行い、さらに、熊本県が作

成した「感染予防のための 9か条」ポスター（図3）をまずは遵守して頂くべく、全避

難所に配布する活動をローラー方式で行うこととしました。

幸いなことに、福岡と熊本の自衛隊病院の ICT（和才リーダー以下、検査技師、ICN

含め、3チーム、車両 3台)（図 4）、愛知県のさくら総合病院（小林豊院長以下、9人、

車両 2台）（図 5）、長崎大学 2チーム、車両 2台の人員と車両を使用させて頂き、エリ

アを振り分けてアセスメントを開始しました。

初日のアセスメントの結果、避難所にも様々な形態があり、物資の状況や水道の状況

などがかなり異なることが分かり、感染対策が不足し感染リスクの高い避難所を早期把

握し介入する方針をとることとしました。一方、南阿蘇村のノロウイルスのアウトブレ

イクが報告された避難所やその他の一部の避難所では、衛生物資が十分にあり、水も使

用でき、手洗い等についてのポスター啓発がされており、感染対策の意識はすでにかな

り高い状態にありました。むしろ、一部、過剰に対策がなされているところもあり、被

災者の皆さんも高いストレス状態にあることが覗えました。アセスメントを継続しなが

ら、同時に、アウトブレイク探知するきっかけをつかむためのサーベイランスが必要で

あると考え、ADRO 本部に定期的に情報があがるような体制の構築をめざしました。し

かし、インフルエンザやノロウイルス感染症に関する情報が上がってくるルートが不明

確で情報が錯綜しました。一般的には、このような情報は保健師が収集し対策をたてる

ことになりますが、保健師は数が少ない上に、避難所の他のきわめて多くの仕事に携わ

っており、当然のことながら、各避難所に常駐することができませんでした。いわゆる

病院でおこなうような感染対策は、初動が重要で、正確な情報の収集が肝要であります

が、このような災害時には、そういった体制が構築しづらいことを痛感しました。



ADRO ICT 現場への物資搬入と連絡体制の確立

その後も、長崎大学病院、自衛隊病院、さくら総合病院の ICT チームは精力的に避難

所のアセスメントを着々と行って頂きました。前述のように、限られたマンパワーと移

動手段においては、すべての避難所に一律に介入することはこの時点では困難であると

判断し、各避難所の感染症発症リスクを評価し色分けを行いました。避難所の形態、避

難者の年齢構成、手指衛生（水道復旧、トイレの後、水で手洗い、手洗いの水の有無な

ど）、汚物処理の状況（トイレ自動水洗、トイレの清掃、亜塩素酸ナトリウム液が準備

されている、嘔吐物の処理、おむつなどの産廃など）、食品管理（調理者の手指衛生が

可能、調理器具を洗うことが出来る、食器類を洗うことが出来るなど）、換気（空調等

による換気、窓を開けることが出来るな

ど）、物品の状況確保（石鹸、石鹸の形状、

速乾性アルコール手指消毒、マスク、消

毒薬、体温計など）に基づいて、感染症

発症リスクを high、moderate、low とい

うグレード分けし、まずは high リスクの

避難所に重点的に介入に入る方針としま

した。物資が足りないところには、機動

力を活かして、優先的に衛生物資を配送

するなどの手配も整えていきました(図

6)。

一方で、low グレードの避難所でも当

然のことながら、ノロやインフルエンザ

のアウトブレイクは起こりえるために、

引き続き、リアルタイムで情報を ADRO

ICT にあげてもらう方策を考えました。

結果、ADRO 管轄 3エリアのリエゾンリー

ダーが、夕方までに情報を集約し、可能

な限り 12 時頃まで、遅くとも、毎日 18

時に行われている ADRO の定例会議まで

には報告を頂くようなシステムを構築し

ました（図 7）。

各避難所の情報がだんだんと蓄積され、サーベイランスも上手く機能するようになっ

て来た頃から、現場での細かいレベルの問い合わせが多くなってきました。たとえば、

トイレ掃除の方法、ノロやインフルエンザ患者の隔離基準や、隔離解除基準などです。

そこで、ADRO ICT が中心となって、3エリアの感染対策マニュアルを作成することにな

りました。これも、東北大学の東日本大震災感染症ホットラインのサイト



（http://www.tohoku-icnet.ac/shinsai/hotline_iryou.html）からダウンロードした

マニュアルをベースに加筆、修正を加えて使用させて頂きました。感染対策マニュアル

を作成し、ADRO 本部で承認された後に、保健所の担当者に周知を依頼しました。しか

し、このマニュアルが、現場に行き渡るのに時間を要しました。後になって判明しまし

たが、保健所の担当者と現場の保健師との連携が上手くとれていなかったことが原因の

一つでありました。

おわりに

4 月 23 日夜から活動を開始し 5 月 6 日まで、自衛隊病院、愛知県さくら総合病院の

ICT と共働し、担当エリアの約 90 カ所に及ぶ、避難所、高齢者施設の感染対策アセス

メント、物資補給、感染対策の実践、指導、個々の感染症事例に対する対応、マニュア

ル制定などの支援活動を行いました。幸い、ノロやインフルエンザウイルスによるアウ

トブレイクは発生することなく、5月 6日以降は、熊本大学の川口辰也先生がまとめて

おられる熊本県感染管理ネットワークに引き継ぎを行い、長崎大学病院としての ICT 活

動を終了しました。約 2 週間にわたって感染対策にのみ特化した活動ができたのは、

我々の長崎大学病院における感染症医の層の厚さによるものは大きかったと感じまし

た。と同時に、発災直後から、スムーズに介入すべく、全国的な DMAT ならぬ、disaster 

ICT の制度を構築し、協力関係を構築する必要性を強く感じました。さらに、災害時の

保健行政のあり方についても県と市町村レベルでの連携を密にする必要があることも

感じました。

最後に、今回の活動において派遣を許可していただいた長崎大学病院の増崎英明病院

長、一緒に活動していただいた長崎大学病院の職員、自衛隊病院、さくら総合病院の皆

様、熊本大学の川口辰也先生、阿蘇医療センターの甲斐豊病院長、ならびに、ADRO で

一緒に活動していただいた多くの皆様、さらに、電話やメールで温かくご指導を頂いた

環境感染学会の理事長、賀来満夫先生に改めて御礼を申し上げるとともに、熊本県の一

日も早い復興を願っております。


